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要旨 大別して５つある外国人研修生受入れルートのうち、自治体を介するルートは、１９９０年の入管法改正を契機として一層重要な役割を

果たすようになっている。中小企業が商工会議所、商工会、協同組合等の事業として行う外国人研修生受入れには、自治体の資金その

他の援助が必要とされるようになったからである。従来行われてきた友好都市等の関係による自治体自らの研修生受入れ事業、国際協

力事業団等公的機関からの依頼による研修生受入れ事業とあわせて、多くの自治体が行うようになった民間の研修生受入れ事業への

支援の実態と今後の見通しについて明らかにすることが本調査の目的である。全国の都道府県、市町村および東京都特別区計３，３０

６を対象として、郵送法によるアンケート調査と３つの自治体の事例研究を行った。有効回答率は、全体で４８．２％であった。４つの研修

事業形態別に実施状況比率をみると、８０年代後半から本格化した公的機関依頼型は全自治体比４％（実施自治体比３２％）、８０年代

末に拡大した自治体主導型の実務研修を伴うもの５％（３８％）、同実務研修を伴わないもの５％（４２％）、新たに登場した民間研修支援

型５％（３９％）となっている。送り出し国別では、いずれの型も中国が最も多く自治体主導型の６割、民間研修主導型の８割を占める。

民間研修主導型では、平均研修期間１０か月、１人当たり３５万円を支援している。

目次 第１部　総論－要約と結論－

第２部　アンケート調査編

　第１章　国際的な事業の実施状況

　　１　国際的な事業を担当する部署の有無

　　２　国際的な事業の実施状況

　　３　研修生受入れ事業の実施の有無

　　４　研修生受入れ事業の現在の実施状況

　第２章　民間研修支援型事業

　　１　研修生受入れ支援事業の実施状況

　　２　主要な研修生受入れ支援事業

　　３　最も代表的な研修生支援事業

　　４　自治体の今後の方針

　第３章　公的機関依頼型の研修生受入れ事業

　　１　研修生受入れ事業の実施状況

　　２　主要な研修生受入れ事業

　　３　自治体の今後の方針

　第４章　自治体窓口の研修生受入れ事業（非実務研修）

　　１　研修生受入れ事業の実施状況

　　２　主要な研修生受入れ事業

　　３　自治体の今後の方針

　第５章　自治体窓口の研修生受入れ事業（実務研修）

　　１　研修生受入れ事業の実施状況

　　２　主要な研修生受入れ事業

３ 最も代表的な研修生支援事業
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　　３　最も代表的な研修生支援事業

　　４　自治体の今後の方針

　第６章　研修生事業の総合的評価

　　１　研修事業に伴う問題点

　　２　研修生受入れ事業の総合的評価

　第７章　研修生を受け入れていない自治体

　　１　研修生を受け入れていない自治体

　　２　研修事業別の意向

第３部　事例編

　第１章　兵庫県の外国人研修生受入れ事業

　第２章　東京都の海外技能研修生受入れ事業

　第３章　厚木市の農業研修生受入れ事業

付属資料

　アンケート調査票（自治体における外国人研修生受け入れ事業に関するアンケート調査）

問い合わせ先 独立行政法人　労働政策研究・研修機構

労働図書館所

蔵・非所蔵の別

所蔵

研究する上で実施した検査

調査の有無 実施した

調査方法 アンケート調査及び事例調査

調査対象等 ４７都道府県と全ての市町村３，２３６、東京都の２３特別区の計３，３０６自治体。事例調査は兵庫県、東京都、厚木市

調査開始 1993年03月

調査終了 1993年05月

調査事項 国際的な事業の実施状況、研修生受入れの支援事業、公的機関の依頼による研修生受入れ事業、自治体が窓口の研修生受入れ事

業（民間組織での実務研修を伴わない場合）、自治体が窓口の研修生受入れ事業（民間組織での実務研修を伴う場合）、研修事業の総

合的評価、研修生を受け入れていない自治体

情報入手方法 アンケート以外

全文情報 地方自治体における外国人研修生受け入れ事業　－現状と課題－ 
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